
4

Ｐ45

社会・援護局
福祉基盤課
指導養成係
（内線：2848）

都道府県福祉人材
確保担当部局

平成21年度予算案
セーフティネット事業
費補助金210億円
の内数

新規
都道府県（委託
可）

一定の要件を満たす優良な実習施
設が中心となって、地域の実習施設
と連携を図りつつ、講習介や実践事
例報告会等の取組を行った場合に一
定額を助成。

実習受入施設ステップ
アップ事業

Ｐ50
～

Ｐ54

老健局
老人保健課
企画法令係
（内線：3949）

－－既存－
介護従事者の処遇改善を図るため、
負担の大きな業務や専門性の高い人
材への報酬上の評価を導入。

介護報酬のプラス３％
改定による介護従事者
の処遇改善

Ｐ42

Ｐ21
～

Ｐ24

Ｐ19
～

Ｐ20

頁
数

社会・援護局
福祉基盤課
指導養成係
（内線：2848）

都道府県福祉人材
確保担当部局

平成20年度補正予
算
205億円（※1～※4
の合計）の内数

新規
都道府県（委託
可）

小規模事業所が連携して、合同採用
や合同研修等の取組を行った場合に
一定額を助成。

複数事業所連携事業
※１

職業能力開発局
実習併用職業訓練推
進室
実習併用職業訓練係
（内線：59１３）

地域ジョブ・カードセ
ンター（県庁所在地
等の商工会議所）

平成21年度予算案
21.1億円
（上記キャリア形成
促進助成金の内数）

既存厚生労働省

正社員経験の少ない者を雇用し、訓
練計画に基づき座学と企業実習の機
会を提供する事業主について、訓練
経費や訓練期間中の賃金を助成。

ジョブ・カード制度におけ
る雇用型訓練

職業能力開発局
育成支援課
援助業務係
（内線：5938）

独立行政法人雇
用・能力開発機構
都道府県センター

平成21年度予算案
59.9億円

既存
独立行政法人雇
用・能力開発機構

訓練計画に基づき、事業主がその雇
用する従業員に対して実施した職業
訓練の経費等について一部助成。

キャリア形成促進助成
金

担当局課室係名
（厚生労働省代表電
話：03-5253-1111）

事業を活用
する場合の
相談窓口

措置年度・
予算額（案）

既存・新
規の別

事業の実施主体事業内容事業名
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２．福祉・介護サービス従事者を対象としたもの

Ｐ44

社会・援護局
福祉基盤課
指導養成係
（内線：2848）

都道府県福祉人材
確保担当部局

平成21年度予算案
セーフティネット事業
費補助金210億円
の内数

新規
都道府県（委託
可）

就職して間もない従事者に対する巡
回相談等の実施。

福祉・介護人材定着支
援事業

Ｐ47

Ｐ15
～
Ｐ16

Ｐ33
～
Ｐ35

頁
数

社会・援護局
福祉基盤課
指導養成係
（内線：2848）

福利厚生センター都
道府県事務局（都
道府県社会福祉協
議会等）

平成21年度予算案
1.1億円

既存
社会福祉法人福
利厚生センター

福利厚生センターの運営に対する補
助を通じた福利厚生事業の支援。

福利厚生センター運営
事業

職業能力開発局
能力開発課介護労働
係（内線：5929）

財団法人介護労働
安定センター各支部
（所）

平成21年度予算案
介護労働者能力開発
事業9.5億円の内数

既存
（一部新
規）

厚生労働省（財団
法人介護労働安
定センター）

在職者を対象とした能力開発に関す
る相談援助等を行う。

介護能力開発アドバイ
ザー等による相談援助
（再掲）

《講座指定について》
職業能力開発局
育成支援課
教育訓練講座係
（内線：5933）

《受給について》
職業安定局
雇用保険課企画係
（内線：5763）

《講座指定について》

中央職業能力開発
協会

《受給について》

公共職業安定所
（ハローワーク）

平成21年度予算案
62億円

既存厚生労働省

従事者の主体的な能力開発の取組
みを支援し、雇用の安定と再就職の
促進を図るため、厚生労働大臣の指
定する教育訓練を受講し修了した場
合に、教育訓練経費の一定額を雇用
保険から支給。

教育訓練給付制度

担当局課室係名
（厚生労働省代表電
話：03-5253-1111）

事業を活用
する場合の
相談窓口

措置年度・
予算額（案）

既存・新
規の別

事業の
実施主体

事業内容事業名
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３．福祉・介護の仕事に関心を有する者を対象としたもの

Ｐ40

社会・援護局
福祉基盤課
指導養成係
（内線：2848）

都道府県福祉人材
確保担当部局

平成20年度補正予
算
205億円（※1～※4
の合計）の内数

新規
都道府県（介護福
祉士養成施設等
へ委託可）

学生や教員に対し、福祉・介護の仕
事の魅力を伝えるための相談・助言
を実施。

進路選択等学生支援
事業※２

Ｐ41

社会・援護局
福祉基盤課
指導養成係
（内線：2848）

都道府県福祉人材
確保担当部局

平成20年度補正予
算
205億円（※1～※4
の合計）の内数

新規
都道府県（介護福
祉士養成施設等
へ委託可）

潜在的有資格者等の再就労を促進
するための研修を実施。

潜在的有資格者等養
成支援事業※３

Ｐ38
～
Ｐ39

社会・援護局
福祉基盤課
資格試験係
（内線：2849）

都道府県社会福祉
協議会等

平成20年度補正予
算
320億円

新規
都道府県社会福
祉協議会等

介護福祉士養成施設等へ就学を希
望する者に対する修学資金の貸付け。

介護福祉士等修学資
金貸付事業

Ｐ21
～
Ｐ24

Ｐ25
～
Ｐ32

Ｐ25
～
Ｐ32

Ｐ17

Ｐ11

頁
数

職業能力開発局
実習併用職業訓練推
進室
実習併用職業訓練係
（内線：59１３）

公共職業安定所
（ハローワーク）

平成21年度予算案
21.1億円
（キャリア形成促進
助成金の内数）

既存厚生労働省

正社員経験の少ない者を雇用し、訓
練計画に基づき座学と企業実習の機
会を提供する事業主について、訓練
経費や訓練期間中の賃金を助成。

ジョブ・カード制度におけ
る雇用型訓練
（再掲）

職業能力開発局
能力開発課
企画調整係
（内線：5924）

公共職業安定所
（ハローワーク）

平成21年度予算案
５億円

既存
（一部新
規）

厚生労働省
ホームヘルパー２級の養成に係る離
職者訓練の定員を拡充。

離職者訓練における
３ヶ月訓練定員の拡充

職業能力開発局
能力開発課
企画調整係
（内線：5924）

公共職業安定所
（ハローワーク）

平成21年度予算案
51億円

新規厚生労働省
介護福祉士及びホームヘルパー１級
の養成に係る離職者訓練を新たに創
設。

離職者訓練における長
期訓練の実施

職業能力開発局
能力開発課
介護労働係
（内線：5929）

財団法人介護労働
安定センター各支部
（所）

平成21年度予算案
介護労働者能力開発
事業9.5億円の内数

既存
厚生労働省（財団
法人介護労働安
定センター）

公共職業安定所長から受講指示を
受けた離転職者を対象とした介護職
員基礎研修（500時間コース）を実施
する。

介護職員基礎研修
（500時間コース）の実
施

職業安定局
総務課首席職業指導
官室
職業紹介第２係
（内線：5779）

公共職業安定所
（ハローワーク）

平成21年度予算案
7.4億円

新規厚生労働省
全国の主要なハローワークに「福祉人
材コーナー（仮称）」を設置し、関係機
関との連携を強化する。

福祉人材確保重点プロ
ジェクト

担当局課室係名
（厚生労働省代表電
話：03-5253-1111）

事業を活用
する場合の
相談窓口

措置年度・
予算額（案）

既存・新
規の別

事業の
実施主体

事業内容事業名
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Ｐ48

社会・援護局
福祉基盤課
指導養成係
（内線：2848）

各都道府県福祉人
材センター・バンク

平成21年度予算案
セーフティネット事業
費補助金210億円
の内数

新規都道府県
都道府県福祉人材センターによる福
祉・介護人材確保のための取組を支
援。

福祉人材確保重点事
業（都道府県福祉人材
センター・バンク）

Ｐ56

Ｐ43

頁
数

雇用均等・児童家庭局
家庭福祉課
母子家庭等自立支援室
母子就業支援係
（内線：7892）

都道府県、市、福祉
事務所設置町村

平成２0年度補正後
24億円の内数
（母子家庭等対策
総合支援事業費の
内数）

既存
都道府県、市、福
祉事務所設置町
村

介護福祉士等の資格を取得するため
に養成機関に通う母子家庭の母に対
して、一定期間給付金を支給する等
する事業。
※ 平成２１年２月から支給期間を延
長（20年度第２次補正）

高等技能訓練促進費
等事業

社会・援護局
福祉基盤課
指導養成係
（内線：2848）

都道府県福祉人材
確保担当部局

平成20年度補正予
算
205億円（※1～※4
の合計）の内数

新規
都道府県（都道府
県福祉人材セン
ターへ委託可）

福祉・介護の職場体験の機会の提供。職場体験事業※４

担当局課室係名
（厚生労働省代表電
話：03-5253-1111）

事業を活用
する場合の
相談窓口

措置年度・
予算額（案）

既存・新
規の別

事業の
実施主体

事業内容事業名
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【福祉・介護の職場】

新規学卒者

他分野からの
離・転職者

《 入所施設 》

《 デイサービス 》

《 ホームヘルプ 》

【就職希望者】
《 介護福祉士等養成施設 》

○ 介護福祉士等養成施
設就学者に対する修学
資金の貸付け

○ 介護福祉士等養成施
設就学者に対する修学
資金の貸付け

潜在的
有資格者

地域住民
（中高齢層・主婦層等）

○ 公共職業訓練の実施
・ 介護福祉士資格取得コース（２年）
・ ヘルパー１・２級取得コース（６月／３月）

○ 教育訓練給付制度

○ 公共職業訓練の実施
・ 介護福祉士資格取得コース（２年）
・ ヘルパー１・２級取得コース（６月／３月）

○ 教育訓練給付制度

等

（ハローワーク）

※ 福祉人材コーナー
の設置

（都道府県福祉
人材センター）

○ 職場体験を行う
機会の提供

○ 職場体験を行う
機会の提供

○ 潜在的有資格者等
の就労を支援するため
の研修

○ 潜在的有資格者等
の就労を支援するため
の研修

○ 介護業務未経験者を雇い
入れた事業主に対する助成

対象者ごとに見た福祉・介護人材確保対策対象者ごとに見た福祉・介護人材確保対策
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雇用管理改善等に関する取組雇用管理改善等に関する取組
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●特定人材対策（１８．２億円）
雇用管理改善に関連する業務を担う人材として、特定労働者（訪問介護員（１級）等の資格を有し、実務経験が１年以上ある者等）

を雇い入れた場合に助成。
☆助成内容：特定労働者１人当たり６箇月で７０万円まで助成（ただし、１事業主につき３人まで）。

●未経験者対策（９８．６億円）【平成20年度第１次補正により12/1から実施した分及び20年度第２次補正による拡充分を含む。】

介護サービスに従事する者として、介護関係業務の未経験者（新規学卒者を除く。）を雇用保険一般被保険者（短時間労働者を
除く。）として雇い入れた場合に助成。

☆ 助成内容：６箇月以上定着した場合に、未経験者１人当たり25万円まで、さらに６箇月以上定着した場合、合わせて1年間で

５０万円（年長フリーター等の場合１００万円）まで助成。

１ 介護人材確保職場定着支援助成金（仮称）（１１６．８億円）【新規】

２ 介護労働者設備等整備モデル奨励金（仮称）（１８．８億円）【新規】（平成20年度第２次補正による拡充分を含む。）

介護労働者の作業負担軽減や腰痛対策のため、事業主が介護福祉機器（移動リフト等）の導入・運用計画を提出し、厚労省の

認定を受けて導入した場合に助成。
☆助成内容：介護福祉機器導入に係る所要経費の１／２を助成（上限２５０万円まで）。

＜介護関係助成金の概要＞

３ 雇用管理制度等導入奨励金（仮称）（２億円）【新規】

介護関係事業主が、キャリアアップ、処遇改善等のための各種人事制度を導入（既存の制度の見直しを含む。）・運用（必須）し、
かつ、採用・募集、健康管理等の雇用管理改善事業を実施した場合に、その費用の一部を助成。

☆助成内容：各種人事制度の導入(10/10)、それ以外は経費の１／２を助成（上限100万円まで）。

介護労働者雇用管理改善等の主要関連施策について

（平成21年度予算案 １５９億円）



11

４ 介護雇用管理改善推進委託費（仮称）（６．８億円）【新規】

介護関係事業主団体や地方公共団体等に対して、人材確保対策や雇用管理改善対策、イメージアップ対策のための事業を
委託（企画提案型）。

☆ 委託内容：全国的なモデル事業に対しては上限３千万円、地域の事業主団体等が行う取組に対しては上限５００万円を委託
（１事業当たり）。

◎介護分野における労働力需給調整機能の整備、強化
「福祉人材確保重点プロジェクト（仮称）」の推進等による福祉人材確保対策の強化（７．４億円）【新規】

ハローワークに「福祉人材コーナー（仮称）」を設置し、関係機関との連携による潜在有資格者等の掘り起こしや、きめ細かな職業

相談、職業紹介、求人者への助言、指導等により、福祉・介護サービス分野の人材確保対策を強化する。

◎雇用管理の改善のための相談援助事業（４．９億円）

介護労働安定センターの支部に介護労働サービスインストラクターを配置し、雇用管理の改善等についての相談援助や介護関

連情報の収集・提供を行うとともに、雇用管理コンサルタントによる専門的な相談援助や介護労働者の実態調査、雇用管理者講習
等を実施。


